
  

 

平成 29年６月 29日 

各  位 

 会 社 名  D.A.コンソーシアムホールディングス株式会社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  島 田  雅 也 

  （コード：6534、東証第二部） 

問 合 せ 先  グ ル ー プ 経 営 企 画 ユ ニ ッ ト  社 長 室 

  （TEL. 03-5449-6200㈹） 

 

 

支配株主等に関する事項について 

 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

 

（平成 29年３月 31日現在） 

名  称 属  性 
議決権所有割合（%） 発行する株券が上場されている

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

株式会社 

博報堂ＤＹ 

ホールディングス

（※） 

親会社 0.0 50.7 50.7 
株式会社東京証券取引所 

市場第一部 

 （※）株式会社博報堂 DY メディアパートナーズが 43.0%、株式会社博報堂が 7.7%保有しております。 

 

 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

 

当社は、株式会社博報堂ＤＹホールディングスの子会社に該当いたします。同社は、当社の議決権を直接

保有する株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ（議決権保有割合 43.0%）および株式会社博報堂（同 7.7%）

の親会社であり、当社議決権の 50.7%を間接的に保有しております。 

人的関係につきましては、平成 29年３月 31日現在の当社役員 16名（取締役 11名、監査役５名）のうち、

４名（取締役３名、監査役１名）は博報堂ＤＹグループの役員または社員が務めております。また、株式会

社博報堂から２名の出向者を受け入れております。 

当社グループでは、株主広告会社をはじめ、各社と営業取引を行っておりますが、全て同等の取引条件で

取引を行っております。 

事業運営につきましては、当社において独自の意思決定を行っており、株主総会の議案に対する議決権

の行使を除き、経営判断・執行における自主独立性は十分に確保されております。 



 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

 

平成 29年３月期（平成 28年４月１日～平成 29年３月 31日） 

(1) 支配株主等との取引 

 該当事項はありません。 

 

(2) 当社の連結子会社と支配株主等との取引 

（デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム(株)） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所
在
地 

資本金又は
出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者との 
関係 

取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科
目 

期末残高 
（百万円） 

その他の

関係会社 

㈱博報堂Ｄ

Ｙメディア

パートナー

ズ 

東

京

都

港

区 

9,500 広告業 
(被所有) 

間接43.0％ 

当社グループの

インターネット

広告の販売先で

あります。 

役員の兼任  

売上高 

（注２） 
72,850 

売

掛

金 

4,884 

（注） １．上記の金額のうち取引金額は消費税等を含めず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。  

 ２．取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 
  

（(株)アイレップ） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所
在
地 

資本金又は
出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者との 
関係 

取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科
目 

期末残高 
（百万円） 

その他の

関係会社 

㈱博報堂Ｄ

Ｙメディア

パートナー

ズ 

東

京

都

港

区 

9,500 広告業 
(被所有) 

間接43.0％ 

当社グループの

インターネット

広告の販売先で

あります。 

役員の兼任  

売上高 

（注２） 
5,406 

売

掛

金 

1,277 

（注） １．上記の金額のうち取引金額は消費税等を含めず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。  

 ２．取引条件は、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 
 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主保護の方策の履行状況 

 

当社は、株式会社博報堂ＤＹホールディングスを親会社としており（間接出資比率 50.7％）、当社グループは、

親会社の子会社、関連会社とは広告枠の取引を含め取引を行っておりますが、これらの取引を行う場合には、

独立当事者間取引を前提に、公正な市場価値にもとづき、適正かつ適法にこれを行っております。 

当社グループの連結売上高において、親会社の企業グループとの取引はおよそ半分の比率を占めておりま

すが、親会社の企業グループに属することによる事業上の制約はありません。 

当社グループは、事業の運営にあたり、親会社からの自立性を保ち、親会社と親会社以外の株主の利益が

実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施策を行う場合は、取締役会において社外取締役も

含め多面的に議論し、これを決定しております。 

 
以 上 

 


